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１ 政策評価について 

(１) 評価の目的

「いわて県民計画（2019～2028）」の実施計画にあたる「第２期アクションプラン・政策

推進プラン（計画期間：令和５年度～令和８年度）」（以下「第２期政策推進プラン」とい

う。）は、県民一人ひとりがお互いに支え合いながら、幸福を追求していくことができる地

域社会を実現するために設定した「10 の政策分野」に基づく取組を推進するため、重点的・

優先的に取り組むべき政策や、その具体的な推進方策を明らかにし、長期ビジョンの実効

性を確保するものです。 

政策評価は、第２期政策推進プランの各分野における課題等を分析し、その結果を次の

政策等に適切に反映させることにより、効果的かつ効率的な行政を推進するとともに、県

民の視点に立った成果重視の行政運営を図ることを目的としています。 

また、事務事業評価は、政策評価と連動して評価を行っています。 

(２) 評価の対象

ア 政策評価の対象は、第２期政策推進プランに掲げる 10 の政策分野、50 の政策項目の

ほか、これに属する施策等とし、対象年度は令和４年度及び令和５年度の評価時までと

しました。

イ 事務事業評価の対象は、令和５年度に実施している事務事業のうち、いわて県民計画

（2019～2028）の推進のために県が行う事業など、政策的なものとしました。

(３) 評価の実施時期

ア 実績測定評価（「主要施策の成果に関する説明書」）の公表 令和５年 10 月 

イ 政策評価等 （「政策評価等の実施状況報告書」）の公表 令和５年 11 月 

【参考】いわて県民計画（2019～2028） 第２期政策推進プランの体系 

第１ 政策評価及び事務事業評価の実施状況について 
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 (４) 評価の方法 

① 政策評価 

ア 10 の政策分野 

「いわて幸福関連指標」の状況に加え、主観的幸福感に関連する 12 の分野別実感の

状況、政策分野を取り巻く状況等を踏まえて総合的に評価し、「課題と今後の方向」を

取りまとめました。 

イ 政策分野を構成する 50 の政策項目 

  政策項目に関連する「いわて幸福関連指標」の状況に加え、具体的推進方策におけ

る県の取組状況、政策項目を取り巻く状況、他の主体の取組等を踏まえて総合的に評

価し、「課題と今後の方向」を取りまとめました。 

ウ 県の取組 

  「具体的推進方策指標」の状況に加え、各推進方策を構成する事務事業の取組状況

等を踏まえて評価しています。 

     

 

 

② 事務事業評価 

いわて県民計画（2019～2028）の推進のために県が行う第２期政策推進プラン構成事

業は、｢活動内容指標｣と｢成果指標｣の状況を評価した上で、事業の必要性や有効性等を

考慮し｢今後の方向｣を取りまとめました。 

それ以外の事業については、事業の進捗状況及び必要性に係る定性的な分析を行い、

事業の今後の方向を取りまとめました。 

(５) 評価の経過 

ア 評価手法等については、学識経験者等で組織する岩手県政策評価専門委員会において

審議しました。（令和５年７月 20 日、令和５年 11 月２日） 

イ 評価の取りまとめに当たっては、知事、副知事及び部局長で構成する政策会議におい

て協議しました。（令和５年 11 月 10 日） 

 

  

※ 今年度は、第２期政策推進プランの初年度に当たり、第１期政策推進プランとは

具体的推進方策や具体的推進方策指標等が異なるため、定性的に評価しています。 
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２ 県民の幸福感の概況 

県では、いわて県民計画（2019～2028）において、県民の幸福を守り育てることを基本目標

として掲げていることから、毎年１月から２月に実施している「県の施策に関する県民意識調

査」（以下「県民意識調査」という。）に幸福に関する設問を設け、いわて県民計画（2019～2028）

が始まる直前の平成 31 年を基準年として、県民の幸福感（主観的幸福感）に関する推移等を把

握しています。 

令和５年の県民意識調査では、「幸福だと感じている」から「幸福だと感じていない」までの

５段階の選択肢に応じて、５点から１点を配点して算出した主観的幸福感の平均値は 3.49 点と

なり、基準年から 0.06 点上昇しています。 

また、「幸福と感じる（「幸福だと感じている」＋「やや幸福だと感じている」）」と回答した

人の割合は、県全体で 56.9％（基準年比＋4.6 ポイント）、「幸福と感じない（「あまり幸福だと

感じていない」＋「幸福だと感じていない」）」と回答した人の割合は、県全体で 17.1％（基準

年比▲2.2 ポイント）となっています。 

また、主観的幸福感に関連する 12 分野の分野別実感の平均値を基準年と比較した結果、以下の

とおり、上昇が２分野、横ばいが４分野、低下が６分野となりました。 

併せて、回答者が幸福を判断する際に重視する項目について調査した結果、特に重視された項

目は「健康状況」及び「家族関係」でした。 

図２ 主観的幸福感の割合（県計）の推移 図１ 主観的幸福感の平均値（県計）の推移 

上 昇（２分野）：心身の健康、家族関係 

横ばい（４分野）：子育て、子どもの教育、住まいの快適さ、自然のゆたかさ 

低 下（６分野）：余暇の充実、地域社会とのつながり、地域の安全、仕事のやりがい、 

必要な収入や所得、歴史・文化への誇り 

幸福と感じる
幸福と感じない

図３ 幸福を判断する際に重視する事項の回答状況 

（％） （点） 基準年 調査年 基準年 調査年 

≪参考≫
前回割合

(75.0)
(71.9)
(50.5)
(51.8)
(53.8)
(40.1)
(30.4)
(28.9)
(27.9)
(23.7)
(19.6)
(19.3)
(15.7)
(12.2)
(8.1)
(5.8)
(3.9)
(0.0)

　　（項目）

1.健康状況
2.家族関係
3.家計の状況
4.自由な時間・充実した余暇

9.職場の人間関係
10.治安・防災体制

5.居住環境
6.友人関係
7.自然環境
8.仕事のやりがい

17.その他
18.不明

11.就業状況
12.子育て環境
13.地域コミュニティとの関係
14.教育環境
15.社会貢献
16.地域の歴史・文化

77.1
72.0

52.5
52.1

51.3
40.1

31.5
28.6

27.3
25.0

19.1
18.0

16.6
11.6

8.8
6.2

3.9

0% 20% 40% 60% 80%
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【追加分析１】「子育て」に関する分野別実感の推移と変動要因に係る分析 

第２期政策推進プランでは、人口減少対策に最優先で取り組むこととしていることから、施

策等を推進する上で参考となるよう「子育て」に関する分野別実感の推移と変動要因について

分析しました。 

① 分野別実感の属性別の推移

県民意識調査における「子育て」分野の実感平均値（点数が高いほど子育てのしやすさを

感じている）を年代別、子どもの有無別等で比較しました。 

② 分野別実感の回答理由

県民意識調査の補足調査（約 600 人を対象としたパネル調査）から、子育てをしやすいと

「感じる・やや感じる」、「どちらともいえない」、「あまり感じない・感じない」の３つに区

分し、それぞれの回答理由を以下のとおり整理しました。（「どちらともいえない」は省略。） 

感じる・やや感じる あまり感じない・感じない 

ア 子どもを預けられる人の有無（親、親戚など）

イ 子どもを預けられる場所の有無（保育所など）

ウ 配偶者の家事への参加

ア 子どもの教育にかかる費用

イ 子育てにかかる費用

ウ 子どもに関する医療機関（小児科など）の充実

③ 分析結果のまとめ

・ 年代別では「20～29 歳」「30～39 歳」、子どもの有無別では「子どもはいない」人の実

感が低い傾向にあることから、「子どもはいない」人の子育て環境に対する評価が、「20

～29 歳」「30～39 歳」の子どもを持つことに影響を与えている可能性が考えられます。 

・ 分野別実感の回答理由から、周囲に子どもを預けられる環境（人、場所）や、配偶者

の家事への参加によって、「子育て」に関する実感を感じられやすくしていると推測さ

れ、逆に、子育てや子どもの教育への費用面における心配や医療機関が充実していない

ことは、「子育て」に関する実感を感じられにくくしていると推測されます。 

【追加分析２】新型コロナウイルス感染症の各分野への影響と分野別実感の関連性の分析 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の令和２年と令和５年の分野別実感を比較した結果、

実感が上昇した分野は「自然のゆたかさ」、低下した分野は「地域社会とのつながり」となり、

その他の 10 分野は横ばいとなりました。 

令和５年の県民意識調査時において、新型コロナウイルス感染症の流行状況は、令和４年と異

なる状況にありましたが、調査結果は令和４年調査とほぼ同様の傾向を示しており、新型コロナ

ウイルス感染症の影響が分野別実感に一定程度影響を与えたと推測されるものの、明確な関連

性を確認することはできませんでした。 

図４「子育て」に関する分野別実感の平均値の推移（左：年代別、右：子どもの有無別） 

（点） （点）

20～29 歳 30～39 歳
子どもはいない
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３ 評価結果と今後の取組 

(１) 政策評価

評価調書のとおり、政策分野及び政策項目ごとに「課題と今後の方向」と各種指標の状況

を取りまとめました。 

(２) 事務事業評価

① 評価結果（第２期政策推進プラン構成事業 694 事業）

第２期政策推進プランを構成する 694 事業について、活動内容指標・成果指標の状況

から評価した結果、【ともに「ａ」】が 336 事業（48.4％）、【「ａ」・「ｂ」】又は【ともに

「ｂ」】が 126 事業（18.2％）、【「ｃ」を含む】が 165 事業（23.8％）となりました。 

※ 評価区分：「ａ」：100％以上、「ｂ」：80％以上、「ｃ」：80％未満。

② 今後の方向（全 863 事業）

第２期政策推進プラン構成事業以外の政策的な事業を含む 863 事業について、「拡充」

が 6 事業（0.7％）、「継続（見直しあり）※１」が 59 事業（6.8％）、「継続」が 730 事業

（84.6％）、「縮減」が 14 事業（1.6％）、「廃止・休止※２」が 4事業（0.5％）、「終了」が

50 事業（5.8％）となりました。 

※１ 「継続（見直しあり）」：事業手法などを見直したうえで継続する事業。

※２ 「廃止・休止」：廃止・休止する事業のほか、他の事業に統合するものを含む。

①②ともに、構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100％にはならない。

(３) 今後の取組

今回の政策評価、事務事業評価により明らかになった課題等は、今後の予算編成過程を通

じて政策等への反映に努めていきます。 

ともに

「ａ」

「ａ」・「ｂ」、

ともに「ｂ」

「ｃ」を

含む
その他 計

ともに

｢ｂ｣以上

336 126 165 67 694 
(48.4%) (18.2%) (23.8%) (9.7%)

Ⅰ 健康・余暇 42 24 52 4 122 54.1% 

Ⅱ 家族・子育て 22 8 13 20 63 47.6% 

Ⅲ 教育 54 16 10 17 97 72.2% 

Ⅳ 居住環境・コミュニティ 22 10 12 9 53 60.4% 

Ⅴ 安全 23 11 9 2 45 75.6% 

Ⅵ 仕事・収入 133 42 43 3 221 79.2% 

Ⅶ 歴史・文化 4 1 2 6 13 38.5% 

Ⅷ 自然環境 17 10 8 0 35 77.1% 

Ⅸ 社会基盤 16 1 11 6 34 50.0% 

Ⅹ 参画 3 3 5 0 11 54.5% 

評価区分

プラン構成事業（Ａ） 66.6% 

拡充

継続

（見直し

あり）

継続 縮減
廃止・

休止
終了 計

6 52 616 5 2 13 694 
(0.9%) (7.5%) (88.8%) (0.7%) (0.3%) (1.9%)

Ⅰ 健康・余暇 1 10 110 0 0 1 122 

Ⅱ 家族・子育て 0 9 53 1 0 0 63 

Ⅲ 教育 0 4 90 0 2 1 97 

Ⅳ 居住環境・コミュニティ 0 4 45 2 0 2 53 

Ⅴ 安全 1 5 36 1 0 2 45 

Ⅵ 仕事・収入 2 11 201 0 0 7 221 

Ⅶ 歴史・文化 0 0 13 0 0 0 13 

Ⅷ 自然環境 2 4 29 0 0 0 35 

Ⅸ 社会基盤 0 1 32 1 0 0 34 

Ⅹ 参画 0 4 7 0 0 0 11 

0 7 114 9 2 37 169 

6 59 730 14 4 50 863 
(0.7%) (6.8%) (84.6%) (1.6%) (0.5%) (5.8%)

プラ ン構成事業以外の政策的な事業（Ｂ）

合計（Ａ＋Ｂ）

今後の方向

プラン構成事業（Ａ）
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１ 公共事業評価結果 

(１) 評価の目的 

 公共事業評価は、厳しい財政環境の中にあって、社会資本の整備のため重要な役割を果

たしている公共事業について、一層の効率化、重点化を図るとともに、その実施過程の透

明性の向上を図ることを目的としています。 

【公共事業評価の流れ】 

 

 

      公表                   公表      公表            公表 

 

 

 

                      

                      

 

                      

                              諮問・答申等          報告  

                      

 

 

 

 

(２) 評価の対象 

ア 事前評価 

 農林水産部及び県土整備部が所管する公共事業（災害復旧事業及び維持管理に係る事

業並びに総事業費 50 億円以上の大規模公共事業を除く。以下同じ。）について、新たに

事業着手を計画しているものを対象として評価を行いました。 

所管部局 事前評価対象 

農林水産部 37 地区 

県土整備部 12 地区 

合 計 49 地区 

イ 継続評価 

 令和５年度に実施している公共事業のうち、令和６年度に継続を予定している事業を

対象として評価を行いました。（ただし、再評価の対象となった事業を除く。） 

所管部局 継続評価対象 

農林水産部 142 地区 

県土整備部 107 地区 

合 計 249 地区 

事

前

評

価 

事

業

立

案 

事

業

着

手 

予

算

化 

再

評

価 

事

業

完

了 

政策評価委員会（公共事業評価専門委員会） 

 ◎ 評価手法等の審議・個別案件の審議などを行う。 

県                      民 

継

続

評

価 

事

後

評

価 

第２ 公共事業評価及び⼤規模事業評価の実施状況について 

令和５年 10 月までに評価を実施した地区を掲載しており、これ以降に評価を実施した地区については、評価

結果の政策等への反映状況と併せて報告・公表する予定です。 

特に必要がある場合、 

諮問・答申等 

-6-



ウ 再評価 

 令和５年度に実施している公共事業のうち、事業の実施を決定した後、一定の期間を

経過した事業等を対象として評価を行いました。 

所管部局 再評価対象 

農林水産部 ６地区 

県土整備部 ４地区 

合 計 10 地区 

エ 事後評価 

 事業完了後、一定期間を経過した事業を対象として評価を行いました。 

所管部局 事後評価対象 

農林水産部 １地区 

県土整備部 １地区 

合 計 ２地区 

(３) 評価の実施時期 

ア 事前評価 

・事業を所管する部局の評価      令和５年 10 月 

イ 継続評価          

・事業を所管する部局の評価      令和５年 10 月 

ウ 再評価 

・事業を所管する部局の評価      令和５年５月 

・政策評価委員会への諮問       令和５年６月 

・公共事業評価専門委員会における審議 令和５年６月～９月 

・政策評価委員会からの答申      令和５年９月 

エ 事後評価 

・事業を所管する部局の評価      令和５年８月 

(４) 評価の方法 

ア 事前評価 

 「自然環境等の状況及び環境配慮事項」及び「事業に関する指標からみた評価※」の２

つの項目について評価を行い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

※ 事業ごとの評価指標に基づき、「必要性」、「重要性」、「緊急性」、「効率性（費用便

益比(Ｂ／Ｃ)」、「熟度」の５項目について点数化(100 点満点)し、評価するもの。 

イ 継続評価 

 事前評価に同じ。 

ウ 再評価 

 「事業の進捗状況等」及び「社会経済情勢等の変化」の２つの項目について評価を行

い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

エ 事後評価 

 「事業の効果等」、「利用者の意見等」、「社会経済情勢等の変化」の３つの項目につい

て評価を行い、今後の課題等（当該地区の効果の発現状況、今後の同種事業のあり方及

び事業評価手法の見直しの必要性）を取りまとめました。 
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(５) 評価の結果 

ア 事前評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 37 10 27 0 0 

県土整備部 12 4 7 1 0 

合 計 
49 

(100%) 

14 
(28.6%) 

34 
(69.4%) 

1 
(2.0%) 

0 
(0.0%) 

イ 継続評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 142 46 96 0 0 

県土整備部 107 22 79 4 2 

合 計 
249 

(100%) 

68 
(27.3%) 

175 
(70.3%) 

4 
(1.6%) 

2 
(0.8%) 

ウ 再評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

事業 
継続 

要検討 
中止 事業 

継続 
見直し 
継続 

休止 中止 

農林水産部 6 6 0 0 0 0 0 

県土整備部 4 4 0 0 0 0 0 

合 計 
10 

(100%) 
10 

(100%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

エ 事後評価（実施事業） 

所管部局 事業名 路線名・地区名 市町村名 

農林水産部 畑地帯総合整備事業 東奥中山地区 一戸町 

県土整備部 
道路環境改善事業 

（交通安全施設整備） 
一般県道藤沢大籠線 保呂羽 一関市 
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○ 公共事業 310 地区を対象に評価を実施しました。 

○ 事前評価を行った 49 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が 14 地区(28.6％）、｢Ａ｣が 34 地区

（69.4％）、｢Ｂ｣が１地区(2.0％)となりました 。  

○ 継続評価を行った 249 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が 68 地区(27.3％）、｢Ａ｣が 175 地区

(70.3％）、｢Ｂ｣が４地区(1.6％)、｢Ｃ｣が２地区(0.8％)となりました。  

○ 再評価実施を行った 10 地区の評価結果は、全て｢事業継続｣となりました。 

○ 事後評価は、２地区について実施しました。 

○ 今後は、評価結果を踏まえて、事業の効率化及び重点化を進めるとともに、事業効果の

早期発現を目指して取り組んでいきます。 

【評価結果】 

 

 

 

 

[参考] 

【総合評価の評価区分の見方】 

○ 事前評価及び継続評価 

｢自然環境等の状況及び環境配慮事項｣（評価:ａ～ｃ）、｢事業に関する指標からみた評価｣

(評価:ａ～ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価(ＡＡ～Ｃ)を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 再評価 

｢事業の進捗状況等｣(評価:ＡＡ、Ａ、ＢＢ、Ｂ、Ｃ)、｢社会経済情勢等の変化｣(評価:Ａ

Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価を実施。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

種類
事後
評価

事業
継続

見直し
継続

休止 中止

地区数 10 0 0 0 0 0 2 310 

評価結果
事業
継続

要検討

4 175 68 

ＣＢＡＡＡ

事前評価

0 

Ｃ

1 

Ｂ

34 

Ａ

14 

ＡＡ

継続評価 再評価

合計

中止

2 

総合評価 項目評価の組み合わせ

事業継続 ２つの項目の評価がそれぞれＡＡ又はＡ若しくはＢＢである場合

要 検 討
事業継続、中止の評価以外の場合
（｢事業継続｣｢見直し継続｣｢休止｣｢中止｣の検討方針案を選択）

中　　止
事業の進捗状況等の評価にかかわらず、社会経済情勢等の変化が
Ｃ評価である場合

総合評価 項目評価の組み合わせ

ＡＡ いずれもａ評価となっているもの

Ａ ａ評価とｂ評価で構成されているもの

Ｂ いずれもｂ評価となっているもの

Ｃ いずれかがｃ評価となっているもの
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２ 大規模事業評価結果 

(１) 評価の目的 

 大規模事業評価は、厳しい財政環境の中にあって、より一層詳細で慎重な評価を行うこ

とで、透明性の向上を図り、県民への説明責任を果たすとともに、事業の効果的・効率的

な推進に資することを目的としています。 

【大規模事業評価の流れ】 

 

 

      公表・意見聴取              公表      公表・意見聴取       公表 

 

 

 

                      

                      

 

                      

  諮問・答申等                      諮問・答申等               報告 

                      

 

 

 

 

(２) 評価の対象 

ア 継続評価 

 令和５年度に実施している大規模公共事業（公共事業のうち総事業費が 50 億円以上の

ものをいう。以下同じ。）のうち、令和６年度に継続を予定している事業を対象として評

価を行いました。（ただし、再評価の対象となった事業を除く。） 

所管部局 継続評価対象 

農林水産部 3 地区 

県土整備部 15 地区 

合 計 18 地区 

イ 再評価 

 令和５年度に実施している大規模公共事業のうち、事業の実施を決定した後、一定の

期間を経過した事業等を対象として評価を行いました。 

所管部局 再評価対象 

農林水産部 0 地区 

県土整備部 2 地区 

合 計 2 地区 

事

前

評

価 

事

業

立

案 

事

業

着

手 

予

算

化 

再

評

価 

事

業

完

了 

政策評価委員会（大規模事業評価専門委員会） 

 ◎ 評価手法等の審議・個別案件の審議などを行う。 

県                      民 

継

続

評

価 

事

後

評

価 

令和５年 10 月までに評価を実施した地区を掲載しており、これ以降に評価を実施した地区については、評価

結果の政策等への反映状況と併せて報告・公表する予定です。 
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ウ 事後評価 

 事業完了後、一定期間を経過した大規模施設整備事業を対象として評価を行いました。 

所管部局 事後評価対象 

保健福祉部 1 地区 

教育委員会事務局 1 地区 

合 計 2 地区 

(３) 評価の実施時期 

ア 継続評価 

・事業を所管する部局の評価       令和５年 10 月 

イ 再評価 

・事業を所管する部局の評価       令和５年５月 

・政策評価委員会への諮問        令和５年６月 

・大規模事業評価専門委員会における審議 令和５年６月～８月 

・政策評価委員会からの答申       令和５年９月 

ウ 事後評価 

・事業を所管する部局の評価       令和５年８月 

(４) 評価の方法 

ア 継続評価 

 「自然環境等の状況及び環境配慮事項」及び「事業に関する指標からみた評価※」の２

つの項目について評価を行い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

※ 事業ごとの評価指標に基づき、「必要性」、「重要性」、「緊急性」、「効率性（費用便

益比(Ｂ／Ｃ)」、「熟度」の５項目について点数化(100 点満点)し、評価するもの。 

イ 再評価 

 「事業の進捗状況等」及び「社会経済情勢等の変化」の２つの項目について評価を行

い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

ウ 事後評価 

 「事業目的の検証」、「施設の検証」、「立地、周辺環境の検証」、「収支の検証と費用便

益分析」、の４つの項目について評価を行い、他の施設の企画立案への反映（施設や設備

設計に対する立案のあり方、立地・周辺地域への影響に対する留意点及び施設規模や収

支計画等に対する企画立案）を取りまとめました。 

(５) 評価の結果 

ア 継続評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 3 3 0 0 0 

県土整備部 15 5 10 0 0 

合 計 
18 

(100%) 
8 

(44.4%) 

10 
(55.6%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 
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イ 再評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

事業 
継続 

要検討 
中止 事業 

継続 
見直し 
継続 

休止 中止 

農林水産部 0 0 0 0 0 0 0 

県土整備部 2 2 0 0 0 0 0 

合 計 
2 

(100%) 
2 

(100%) 
0 

(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

ウ 事後評価（実施事業） 

 所管部局 事業名 地区名 市町村名 

保健福祉部 大規模施設整備事業 岩手県立療育センター 矢巾町 

教育委員会

事務局 
大規模施設整備事業 岩手県立盛岡となん支援学校 矢巾町 

 

○ 大規模事業 22 地区を対象に評価を実施しました。 

○ 継続評価を行った 18 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が８地区（44.4％）、 ｢Ａ｣が 10 地区（55.6％）、

となりました。 

○ 再評価を行った２地区の評価結果は、全て「事業継続」となりました。 

◯ 事後評価は、大規模施設整備事業２地区について実施しました。 

○ 今後は、評価結果を踏まえて、事業の効率化及び重点化を進めるとともに、事業効果の早期

発現を目指して取り組んでいきます。 

【評価結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類
事後
評価

事業
継続

見直し
継続

休止 中止

地区数 2 0 0 0 0 0 2 22 0 0 0 0 0 8 10 

その他要検討
事業
実施

事前評価 継続評価

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ評価結果

再評価

合計
事業
継続

要検討

中止
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[参考]  

【総合評価の評価区分の見方】 

○ 事前評価 

[大規模公共事業（基本構想作成後）] 

「社会経済情勢等の状況」、「自然環境等の状況」及び「事業計画の妥当性」の項目評価の

結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

         

 

 

 

 

 

 

[大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

「事業の必要性」、「施設計画の妥当性」及び「環境保全と景観への配慮」の項目評価の結

果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

[大規模公共事業（基本設計後）]  

 「社会経済情勢等の状況」、「自然環境等の状況」及び「事業計画の妥当性」の項目評価の

結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

[大規模施設整備事業（基本設計後）] 

「事業の必要性」、「事業の有効性」、「事業の効率性」、「施設計画の妥当性」、「環境保全と

景観への配慮」及び「その他」の項目評価の結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 継続評価 

｢自然環境等の状況及び環境配慮事項｣（評価:ａ～ｃ）、｢事業に関する指標からみた評価｣

(評価:ａ～ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価(ＡＡ～Ｃ)を実施。 

 

 

      

 

 

 

 

 

総合評価 項目評価の組み合わせ

ＡＡ いずれもａ評価となっているもの

Ａ ａ評価とｂ評価で構成されているもの

Ｂ いずれもｂ評価となっているもの

Ｃ いずれかがｃ評価となっているもの

 

 

総合評価 説　明

事業実施 基本的な構想のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な構想あるいはその後の検討において、課題が把握されて
おり、今後検討を加える必要があるもの

そ の 他
基本的な構想の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの

 

  

 

総合評価 説　明

事業実施 基本的な構想のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な構想あるいはその後の検討において、課題が把握されて
おり、今後検討を加える必要があるもの

そ の 他
基本的な構想の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの

総合評価 説　明

事業実施 基本的な設計のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な設計において、課題が把握されており、今後検討を加え
る必要があるもの

そ の 他
基本的な設計の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの

総合評価 説　明

事業実施 基本的な設計のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な設計において、課題が把握されており、今後検討を加え
る必要があるもの

そ の 他
基本的な設計の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの
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○ 再評価 

｢事業の進捗状況等｣(評価:ＡＡ、Ａ、ＢＢ、Ｂ、Ｃ)、｢社会経済情勢等の変化｣(評価:Ａ

Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価を実施。 
 

 
   
 

 

 

総合評価 項目評価の組み合わせ

事業継続 ２つの項目の評価がそれぞれＡＡ又はＡ若しくはＢＢである場合

要 検 討
事業継続、中止の評価以外の場合
（｢事業継続｣｢見直し継続｣｢休止｣｢中止｣の検討方針案を選択）

中　　止
事業の進捗状況等の評価にかかわらず、社会経済情勢等の変化が
Ｃ評価である場合
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